
行政資料

｢東京都秘密文書及び取

扱注意文書処理基準｣に

ついて

山尾清種

１ はじめに

さる３月末の衆議院予算委員会に端を発した沖繩

施政権返還協定交渉にからむ外務省秘密文書漏え

い事件は，国の秘密とは何か，国益とは何か，い

わゆる国民の知る権利，報道の自由等多くの問題

を提起し，連日マスコミをにぎわした。

国家行政，地方行政を問わず，いやしくも行政

は，国民＜住民＞の信託を受けて行なわれるもの

であるから，国民＜住民＞に隠れて秘密のうちに

行なわれてはならない＜行政公開の原則＞ことは

論をまたないが，この公開された行政においても

秘密の保たれなければならない事柄が存すること

は，病院の医療カルテ，試験問題，入札予定価格

等を考えれば明らかであろう。制度的にみても、

国家公務員法第100条及び地方公務員法第34条

は，行政においても秘密の存することを前提とし

てその秘密保守義務を公務員に課しているもので

ある。要するに，いわゆるマル秘文書の問題は，

マル秘文書すべてが批難されるべきものではなく

行政の側において秘密指定の手続，秘密事項の種

類，性質，秘扱いを必要とする合理的理由等につ

いて，なんら客観的な基準を定めることなく，行

政官それぞれの判断一つで適宜秘扱いの指定が行

なわれていることに問題があるのであって，その

ことぶ，行政に対する不信感を国民＜住民＞にい

だかせる原因となっているのである。この反省か

ら，このたび東京都においても「東京都秘密文書

及び取扱注意文書処理基準」＜昭和48.7.7知事

決定。以下「新基準」という。＞を制定し，より

一層住民に信頼される行政の執行に努めることと

した。最近になって，他の地方公共団体において

も、東京都の場合と同様の趣旨のもとに，秘密文

書に関する取扱基準の制定について検討されてい

るようであり，東京都にもいくつかの県や市から

問い合せが続いている。以下，新基準制定の前提

となっている行政における秘密の考え方及び新基

準の要旨を述べることとする。

２ 行政における秘密

一般的にいって，秘密とは，「一般に了知されて

いない事実であって，それを一般に了知せしめる

ことが，一定の利益の侵害になると客観的に考え

られるもの」＜昭30.2.18行実＞と解されてい

る。行政における秘密は，秘密にすることによっ

て守られる利益からみて，個人的秘密と公的秘密

に大別することができる。

１・個人的秘密

現代の行政は，住民の日常生活と深いかかおりを

もっているので，行政を執行していくうえで，住

民が一般的に他人に知られたくないと思う事項を

知る機会が多い。このような事項いわゆる個人の

プライバシー＜企業秘密を含めて考える。＞は，

住民の基本的人権を保護するために，むしろ行政

においても秘密にしなければならない義務がある

ものと言えよう。この種の個人的秘密を記載した
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　文書の中には，法令によって，はっきり秘扱いす

　べき旨を明示しているものもあり，＜統計調査票

　等＞，また，法令に定めはなくとも，どのような

　事柄が個人的秘密に当たるかは，一応社会通念上

　明らかであって，法的な準則があると考えてよい

　ので，これら個人的秘密を記載した文書の秘扱い

　の指定は，羈束行為又は一種の羈束裁量的な行為

　であるということができる。この種の秘密は，時

　間の経過とともに秘密でなくなる性質のものでは

　なく，また，だれがみてもそれを秘密にしておく

　必要性が明らかなものであるから絶対的な秘密

　＜絶対秘＞，実質的な秘密＜実質秘＞である。

　行政体を構成する職員に関する秘密についても，

　同様のことが考えられる。

　２・公的秘密

　公的秘密は，その性質の違いから更に次の二つの

　グループに分けることができるが、これらに共通

　していえることは，公的秘密は，秘密にしておく

　ことが住民全休の利益になるから秘扱いするに過

　ぎないということである。公的秘密にあっては，

　住民全休のためにそれを秘密にしておくことが必

　要だという要件がいるのである。住民全休の利益

　のために秘密にするのであるから，住民に対して

　永久の秘密ということはあり得ず，ある一定の時

　期まで秘密に取り扱われるもの＜相対秘＞であ

　り，その時期が過ぎれば秘扱いの指定は解除され

　るべきである。

　ア　公的秘密の中には，当該秘密事項の漏えい

　が，法令に基づく行政上の諸制度を破壊し，住民

　全体の利益に重大な損害を与えることとなるもの

　がある。一例をあげれば，試験問題，入札予定価

　格は，それを秘密にしておくことで試験制度，入

　札制度を成り立たせているものである。この種の

　公的秘密は，秘密にしておくことについて法的な

　準則があると考えてよいので，これらの秘扱いの

　指定は，一種の羈束裁量的な行為である。また，

これらは，事柄の性質上だれがみてもそれを秘密

にしておく必要性が明らかなものであるから実質

秘に属する。

イ　アに述べたもの以外でも，行政の公平，円滑

な執行を著しく妨げ，ひいては住民全休の利益に

重大な損害を与えるおそれがあるため秘扱いしな

ければならないものがある。例えば，いろいろな

事業計画の中には，その案の段階からひろく住民

に公開して住民の意見を反映させながら立案する

のが望ましいものがある一方では，当該事業計画

案が確定し，公表されるまでの間は，むしろ住民

に秘密にしておく方が公平，円滑な行政の執行に

役立ち，結果的に住民の利益となるものもある。

また，ある種の事業実施方針は，それを公開する

ことによって，いたずらに住民を混乱におとし入

れる結果だけに終るものもあって，これらの事業

実施方針は，住民に対し秘扱いする方がよい。何

を秘扱いするかについては，法的準則があるわけ

ではなく，行政目的，公益目的を達成するために

は，その事柄を秘扱いする必要があるとの行政官

の判断によるものである。　したがって，この種の

秘扱いの指定は指定者の自由裁量行為である。ま

た，この種の秘密は，事柄の性質から直ちに秘密

であることが明白ではなくて，指定者の指定行為

により秘扱いの表示がされて始めて一般の人はそ

れが秘密である旨認識し得るのであるから，その

意味で指定秘と呼ぶことができる。

３ 新基準の要旨

新基準においては，2で述べた秘密の性質の差異

により秘扱いすべき文書を次の３種に区分し，そ

れぞれについて代表的な文書を例示することとし

た。

＜秘文書＞その漏えいが，住民又は職員の個人的
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利益に重大な損害を与えるおそれがあるため秘扱

いする文書

＜一時秘文書＞その漏えいが，法令に基づく行政

上の諸制度を破壊し，住民全休の利益に重大な損

害を与えるおそれがあるため，時期を限って秘扱

いする文書

＜取扱注意文書＞その漏えいが，公平，円滑な行

政の執行を著しく妨げるおそれがあるため，時期

を限って秘扱いする文書。新基準においては。

　「秘文書」と「一時秘文書」を「秘密文書」とし

て規定し，これと並列的に「取扱注意文書」を規

定した。秘密文書も取扱注意文書も、住民に対し

秘密に取り扱われる文書であるという点では異な

るところはないが，次に述べる点でその取扱いに

差異があるように考えられる。すなわち，秘密文

書の記載内密の漏えいは懲戒処分の対象となるの

は勿論のこと地方公務員法第34条違反として刑罰

の対象となるものである。これに反し，取扱注意

文書の記載内容の漏えいは，懲戒処分の対象とな

るものではあっても，取扱注意文書の秘密の性質

が指定秘に属するものであることを考慮に入れる

と，地方公務員法第34条違反として刑罰の対象と

することには消極的に解さざるを得ない。

このたびの新基準において規定した特記すべき事

項は，次の諸点である。

＜１＞文書を秘扱いするのは，住民の利益のため

に秘扱いするのであって，単に行政の側の便宜の

ために秘扱いするものであってはならないことを

明記したこと。

＜２＞一時秘文書及び取扱注意文書＜公的秘密に

係る文書＞は，時期を限って秘扱いする文言であ

ることを明確にし，秘扱いの指定の解除規定を設

けたこと。

＜３＞秘扱いの指定者を明確にしたこと。

秘文書及び一時秘文書にあっては事案の決定権者

＜起案文書に限る。＞又は部長若しくは所長，取

扱注意文書におっては課長を指定者とした。

＜４＞秘扱いする文書の範囲を具体的に明確に

し，秘扱いの指定が適正に行なわれることを担保

するために，局ごとに，秘文書，一時秘文書及び

取扱注意文書として指定すべき文書の実施細目を

定めることとしたこと。

そのほか，新基準においては，秘密文書の取扱い

及び保管，秘密文書の作成，配布及び複写等につ

いて規定したが，これらは秘密を保守するための

規定である。このような秘密保守のための規定

は，従来から国や他の地方公共団体等の文書管理

規程などでも類似の規定が見受けられるものであ

り，ここで取り立てて述べるほどのことはない。

４ 結　　び

いわゆるマル秘文書は，行政公開の原則の例外と

して考えるべきものであり，行政における秘密と

は何かについての正しい認識を職員ひとりひとり

が持たなければならない。その場合，新基準の処

理原則において明示されているように，行政にお

ける秘密とは，それを秘密にしておくことが住民

の利益になるような事項でなければならない。つ

まり，単なる行政の側の便宜のためであってはな

らないことを明確に認識することが肝要である。

このような行政における秘密に対する正しい認識

にたって新基準を運用していってこそ，住民の行

政に対する信頼感をゆるぎないものとすることが

できるのである。

＜東京都総務局文書課主査＞
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東京都秘密文書及び取扱

注意文書処理基準

＜昭47.7.7　47総総文第145号知事決定＞

第１　趣　　旨

秘密文書及び取扱注意文書＜以下「秘密文書等」

という。＞の処理に関しては，東京都文書管理規

定＜昭和47年東京都訓令甲第11号＞等に定めるも

ののほか，この基準の定めるところによる。

第２　秘密文書等の処理の原則

都行政は，都民の信託を受けて執行するものであ

るから，常に都民に対し厳正かつ明朗に行なわれ

るべきものであり，都民は，職員が公務の遂行に

当たり知り得た個人的秘密を漏えいされない権利

を有するとともに，民主都政へ参加するために都

行政の運営の実態を全般にわたり知る権利を有す

るものである。　したがって，秘密文書等の処理に

当たっても，都民の基本的権利である個人的秘密

を漏えいされない権利及び行政情報の開示を要求

する権利を基調にして判断すべきであり，都民の

個人的秘密の漏えいは，あくまで防止するととも

に，行政運営上の理由のみで職員のし意的判断に

より文書が秘密に扱われ，都民が行政に対し不信

感をいだくことのないよう運用に留意しなければ

ならない。

第３　秘密文書等

１　この基準において，秘密文書とは，次の区分

のいずれかに該当する文書で第５の１の指定を受

けたものをいう。

＜１＞秘　次に掲げる文書のうち，当該文書に記

載されている事項の内容からみて，その漏えいが

住民叉は職員の個人的利益に重大な損害を与える

おそれがあるため秘扱いするもの

ア＜住民の利益に係るもの＞

統計調査票，医療カルテ，課税台帳類，住民の生

活歴・身心の状況・財産・経営状況等を記載した

文書，調査資料等

イ＜職員の利益に係るもの＞

人事記録，勤務評定書,自己申告書,事故報告書，

職員の健康管理に関する文書等

＜２＞一時秘　次に掲げる文書のうち，当該文書

に記載されている事項の内容からみて，その漏え

いが法令に基づく行政上の諸制度を破壊し，住民

全休の利益に重大な損害を与えるおそれがあるた

め，時期を限って秘密扱いするもの

起工書等契約予定価格の記載がある文書，入札関

係文書，申請前の特許関係資料，試験に関する文

書等

２　この基準において，取扱注意文書とは，秘密

文書以外の文書であって，次に掲げる文書のう

ち，当該文書に記載されている事項の内容からみ

て，その漏えいが公平，円滑な行政の執行を著し

く妨げるおそれがあるため，行政目的を達成する

までの間その内容を外部に了知されないよう取扱

いに注意すべき文書として第13の１の指定を受け

たものをいう。

ア＜公平な行政の執行の確保に係るもの＞

申告納税に係る標準率表，用品設計等の単価表等

の事務処理基準等

イ＜混乱の防止に係るもの＞

未発表の事業計画及び事業実施方針，評価関係資

料等

ウ＜都庁内部の調整に係るもの＞

人事移動関係文書，職員の定数決定資料，予算編

成関係文書等

エ＜その他円滑な行政の執行の確保に係るもの＞

懲戒分限審査委員会・教授会等会の議記録，調査

資料，訴訟資料等
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３　前記秘密文書等には，通常の文書のほか，図

書，図面，図表，録音，写真，電文等記録された

ものを含む。

第４　実施細目の制定

局長は，第３に規定する秘密文書等として指定す

べき文書の実施細目を定めるものとする。

第５　秘密文書の指定等

１　秘密文書の指定は，次の者が行なう＜以下こ

れら秘密文書の指定を行なう者を「指定者」とい

う。＞。

＜１＞起案文書にあっては，当該起案文書に係る

事案の決定権者

＜２＞起案文書以外の文書にあっては，当該文書

に係る事案を主管する部長又は所長

２　指定者は，起案文書にあっては当該起案文書

の作成を命ずるときに起案，文書以外の文書にあ

っては当該文書の作成を命じ，叉は引渡しを行な

うときに秘密文書の指定を行なうものとする。

３　指定者は，あらかじめ予想される秘密文書に

あっては，事前に秘密文書の指定をしておかなけ

ればならない。

４　起案者又は事務担当者は，起案文書又は作成

し，若しくは受領した文書の秘密保持の要否につ

き疑義があるときは，直ちに指定者の指示を受け

なければならない。

第６　秘密文書の表示

１　秘密文書には，秘密の区分に従い，「秘」若

しくは「秘」又は「一時秘」若しくは「（時秘）」

の文字を朱叉は赤色で表示しなければならない。

ただし，文書の性質上秘密であることが職員に明

らかな秘密文書で，その利用の範囲が限定されて

いるものにあっては「秘」，「秘」，「一時秘」

又は「（時秘）」を省略することができる。

２　一時秘の秘密文書のうち，秘密を保持すべき

期限があらかじめ明らかなものにあっては，秘密

を保持すべき期限を明記しておかなければならな

い。

第７　秘密文書の指定の解除

１　指定者は，一時秘の秘密文書について秘密を

要しなくなったときは，秘密文書の指定を解除

し，主務課長＜秘密文書等に係る事案を主管する

課の長をいう。＞に通知しなければならない。

２　主務課長は，その管理する一時秘の秘密文書

について秘密を保持する必要がないと認めるとき

は，指定者の指示を受けて当該秘密文書の指定を

解除することができる。

第８　秘密文書の取扱い

１　秘密文書を取り扱うときはこれを封筒に入れ

て封印する等当該秘密文書の記載内容が外部に漏

れることのないよう細心の注意を払わなければな

らない。

２　秘密を保持すべき期限が明示されている一時

秘の秘密文書にあっては，当該期限の経過後は

　「一時秘」又は「（時秘）」の表示を抹消し，通常

の取扱いにもどすものとする。秘密文書の指定が

解除された文書についても，また同様とする。

第９　秘密文書の作成及び配布

１　秘密文書の作成及び配布に際しては，事務担

当者は，その作成部数及び配布数を明らかにし，

一連番号を記入してその配布先を明らかにしてお

かなければならない。

２　秘密文書の作成に際して使用した原稿その他

のもので必要のないものは，すべてすみやかに焼

却等復元できない方法で処分しなければならな

い。
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第10　秘密文書の複写等

１　秘密文書は，指定者の許可なくしてその全部

又は一部を複写してはならない。

２　第６及び第９の規定は，前項により秘密文書

を複写した場合について準用する。

第11　秘密文書の保管

１　秘密文書の保管は，主務課長が行なう。

２　秘密文書は，通常の文書と区分し，施錠ので

きる金庫，ロッカー等に厳重に保管しておかなけ

ればならない。ただし，秘密文書の形状，利用の

態様等から金庫，ロッカー等に保管しておくこと

が不適当なものにあっては，他の方法によること

ができる。

３　主務課長は，当該課における秘密文書のう

ち，金庫，ロッカー等に施錠して保管されていな

い秘密文書について，定期的に点検し，それらの

秘密の保持に努めなければならない。

第12　他の官公庁等から収受した秘密文書

他の官公庁等から収受した秘密文書については，

発信先における秘密区分を尊重し，この基準の趣

旨にそった取扱いをするものとする。

第13　取扱注意文書の取扱い

１　取扱注意文書の指定は，主務課長が行なう。

２　主務課長は，取扱注意文書の指定をしようと

するときは，当該文書に記載されている内容を開

示することにより住民が受ける利益とそれを秘密

にしておくことで得られる住民の利益とを比較考

量して，後者が大である場合に限り，指定を行な

うものとする。

３　取扱注意文書には，「取扱注意」又は「注」

の文字を朱又は赤色で表示しなければならない。

４　主務課長は，取扱注意文書についてその内容

を外部に了知されないように注意して取扱う必要

がなくなったと認めるときは，すみやかに取扱注

意文書の指定を解除しなければならない。

５　取扱注意文書は，主務課長が取扱注意文書の

管理責任者＜以下「管理責任者」という。＞を定

め，通常の文書とは区分して管理しなければなら

ない。

６　管理責任者は，その管理する取扱注意文書を

定期的に点検し，当該文書の内容が外部に漏れる

ことのないように努めなければならない。

７　第５の３及び4,第６の2,第８の2,第９

並びに第10の規定は，取扱注意文書について準用

する。
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